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平成３０年（行ウ）第１８４号 環境影響評価書確定通知取消等請求事件 
原 告  ■■ ■■■ 外１１名 
被 告  国    
 

証 拠 説 明 書 （４） 
 

令和元年１１月１１日 
大阪地方裁判所 第２民事部合議１係 御中 
 

原告ら訴訟代理人弁護士   池 田  直 樹 

     同       浅 岡  美 恵 

     同       和 田  重 太 

     同       吉 江  仁 子 

     同       金 﨑  正 行 

     同       杉 田  峻 介 

原告ら訴訟復代理人弁護士  喜 多  啓 公 

      同       與 語  信 也 
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 頭書事件につき、下記のとおり証拠の説明をする。 

記 
 

号 証 標   目 
(原本・写しの別) 

作 成 
年月日 作成者 立 証 趣 旨 備考 

甲Ａ２５ 

環境影響評価方

法書 
（抜粋、７．３．

２一般の意見の

概要についての

事業者の見解部

分） 

写し 平成２７

年６月 

株 式 会 社

神 戸 製 鋼

所 

神戸製鋼所が発電所アセ

ス省令の「関係地方公共

団体」を、兵庫県、神戸

市、及び芦屋市としたこ

と 

 

甲Ｃ３８ 

令和元年度防災

白書（抜粋、特集

連続する災害部

分） 

写し 平成３１

１月 内閣府 

平成３０年７月豪雨及び

平成３０年台風２１号に

よる被害としての死者数

等 

 

甲Ｃ３９ 

令和元年台風第

１９号等に係る

被害状況等につ

いて 

写し 
令和元年

１１月８

日 

非 常 災 害

対策本部 

令和元年台風１９号によ

る被害として死者９５

名、被害額２２２８億円

に及ぶこと等 

 

甲Ｃ４０ 

令和元年度防災

白書（抜粋、第３

部第１章科学技

術の研究部分） 

写し 平成３１

１月 内閣府 
気候変動により水災害が

激甚化すると指摘されて

いること等 
 

以上 


